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株主の皆様には、格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげ
ます。
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ご報告申しあげます。
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援を賜りますようお願い申しあげます。

取締役社長
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(第112回定時株主総会招集ご通知添付書類) 

 

 (自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 ) 

 
１．企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過およびその成果 

当期の世界経済は、欧州の債務問題に端を発する信用不安

が先進国経済の停滞を招き、世界経済を牽引してきた中国や

新興国経済の成長にまで減速をもたらすなど、世界全体の景

気に減速感が広がる状況となりました。 

わが国経済は、ゆるやかな回復基調も見られましたが、秋

口までの円高基調や中国の景気減速、さらには日中関係の緊

張状態の発生などの影響により依然として厳しい状況となり

ました。 

主要地域の新車販売台数は、米国では自動車ローン金利の

低下や雇用の改善が買い替え需要を喚起したことにより、３

年連続で前年度実績を上回り好調に推移いたしました。一方、

欧州では債務問題の長期化の影響もあって依然として厳しい

状況が続いており、昨年度に引き続き前年度実績を下回りま

した。また中国では、日本車の販売台数は減少いたしました

が、欧州系メーカーなどが大きく販売を伸ばしたことにより、

新車販売台数は４年連続で世界１位を記録するなど、引き続

き堅調に推移いたしました。 

日本では、エコカー補助金制度の下支えにより上期は堅調

に推移し、制度終了後は反動により低調な需要となりました

ものの、通年では、前年度と比較して9.6％増加の521万台と

回復傾向となりました。 

リーマン・ショック以降、着実に回復を続けてきた当社グ

ループにとって、当期はさまざまな懸案事項が発生した年と

なりました。中国での日本車の販売台数の減少、新興国での

ビジネス拡大等に伴う先行的なコスト負担、北米を中心とし

た新車立上がりの集中やメキシコへの電子部品の生産移管等

に伴うコスト発生があり、利益面においては前年度を下回る

結果となりました。 

これまで当社グループが事業を展開してきた日本、北米、

欧州、中国、タイ、インド等に加えて、今後はロシア、ブラ

ジルといった新興国で事業活動が本格化してまいります。現

在、各地域において収益力を向上させるためのさまざまな活

動を開始しており、そうした取り組みを着実に推し進めるこ

とで、再び成長軌道に乗せることが出来るものと見込んでお

ります。 
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このような状況の下、当期の売上高は7,608億円となり前

年度に比較して214億円(2.7％)の減収となりました。 

営業利益は102億５千万円となり、前年度に比較して117億

１千万円(53.3％)の減益となりました。 

経常利益は、為替差益が47億８千万円増加し、為替差損が

24億２千万円減少したこと等の影響により132億４千万円と

なり、前年度に比較して87億８千万円(39.9％)の減益となり

ました。 

当期純利益は、昨年発生した旧厚木工場跡地売却等に伴う

固定資産売却益が99億９千万円減少し、災害による損失が11

億６千万円減少したこと等の影響により58億５千万円となり、

前年度に比較して184億２千万円(75.9％)の減益となりまし

た。 

地域別の状況は、地域間の内部売上高を含めて次のとおり

であります。 

・日本においては、売上高は3,881億円と前年度に比較し607

億円（13.5％）の減収となり、営業利益は64億円と前年

度に比較し50億６千万円の減益となりました。 

・米州地域においては、売上高は1,932億円と前年度に比較

し419億円（27.7％）の増収となりましたものの、営業損

失は15億８千万円と前年度に比較し47億２千万円の減益

となりました。 

・欧州地域においては、売上高は760億円と前年度に比較し

41億円（5.2％）の減収となり、営業利益は８億６千万円

と前年度に比較し11億７千万円の減益となりました。 

・アジア地域においては、売上高は1,584億円と前年度に比

較し30億円（2.0％）の増収となりましたものの、営業利

益は48億５千万円と前年度に比較し４億３千万円の減益

となりました。 

 

(2) 設備投資等の状況 

設備投資の状況につきましては、主要得意先のモデルチェ

ンジに対応した生産設備の投資を行いましたほか、実験設備

の増強投資などを実施いたしました。その結果、当期におけ

る当社グループの設備投資の総額は248億円となりました。 

 

(3) 資金調達の状況 

当期は特記すべき資金調達を行っておりません。 
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(4) 対処すべき課題 

 自動車産業を取り巻く環境は急速な勢いで変化しており、

特にカーメーカーは、ロシアやブラジル、インドなどの新興

国を中心にビジネスの拡大を進めております。こうしたグロ

ーバル展開に伴い、急激な為替変動への抵抗力を強める意味

からも、開発・生産の現地対応が従来以上に求められており

ます。このような状況の下、当期は北米を中心に新車立上が

りの集中等によるコスト発生があり、収益を圧迫いたしまし

た。今後ますます拡大するグローバル事業運営で再び同じよ

うなことが起きないよう、ものづくりの原点に戻って仕事の

やり方を見直しております。また、工順の最適化、アプライ

開発や部品調達の一層の現地化など、収益力を向上させるた

めのさまざまな活動も同時に推進しております。 

 なお当社は、平成24年(2012年)11月に公正取引委員会から

ラジエータ及び電動ファンの取引に関して、独占禁止法違反

により排除措置命令と課徴金納付命令を受けました。お取引

先、株主の皆様をはじめ、関係の方々にご迷惑をおかけいた

しましたことを深くお詫び申しあげます。当社といたしまし

ては、事態を厳粛に受けとめ、役員および従業員に対して、

改めて独占禁止法に関する教育を実施し、コンプライアンス

の一層の徹底を図っております。 

 このような活動を単なる危機からのリカバリーだけでなく、

中期経営計画である『CK G×4 T10』で掲げた「Great 

Company」達成の方策として取り組み続け、トップレベルの

グローバルサプライヤーとして誇れる企業にすべく、邁進す

る所存です。 

 

(5) 財産および損益の状況の推移 
 

期 別 

項 目 

第109期

(平成21年度)

第110期

(平成22年度)

第111期 

(平成23年度) 

第112期

(平成24年度)

売 上 高 （ 百 万 円 ） 619,449 748,249 782,299 760,870

当期純利益又は純損失(△)（百万円） △13,281 15,598 24,284 5,857

１株当たり当期純利益又は純損失(△)（円） △49.55 58.20 90.62 21.86

総 資 産 （ 百 万 円 ） 312,686 314,763 339,389 337,803

純 資 産 （ 百 万 円 ） 99,815 111,528 132,569 145,733

１株当たり純資産額（円） 339.56 380.13 455.51 502.08

 
(注) １．百万円単位の記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示

しております。 

２．１株当たり当期純利益は、自己株式数控除後の期中平均発行済株

式総数に基づき、１株当たり純資産は、自己株式数控除後の期末

発行済株式総数に基づき算出しております。 
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(6) 重要な親会社および子会社の状況 (平成25年 3 月31日現在) 

① 親会社との関係 

当社の親会社は日産自動車株式会社で、当社の普通株

式111,163千株を所有しており、海外を含めた日産グル

ープに対しての売上高は、総売上高の80.9％となります。 

② 重要な子会社の状況 
 

会  社  名 所在地 資本金
当 社 の 
出資比率 

主要な事業内容

東京ラヂエーター製造株式会社 神奈川県
百万円

1,317

％ 

40.1 

自動車部品の製

造・販売 

株 式 会 社 Ｃ Ｋ Ｐ 栃木県
百万円

90

％ 

100.0 

自動車部品の製

造・販売 

株 式 会 社 Ｃ Ｋ Ｋ 大分県
百万円

90

％ 

100.0 

自動車部品の製

造・販売 

株 式 会 社 Ｃ Ｋ Ｆ 福島県
百万円

90

％ 

100.0 

自動車部品の製

造・販売 

カルソニックカンセイ岩手株式会社 岩手県
百万円

10

％ 

100.0 

自動車部品の製

造・販売 

北米カルソニックカンセイ社 米国 
万米ドル

40

％ 

100.0 

自動車部品の製

造・販売 

カルソニックカンセイ・メキシコ社 メキシコ
千ペソ

349,009

％ 

－(100.0) 

自動車部品の製

造・販売 

カルソニックカンセイ・ヨーロッパ社 英国 
万ポンド

5

％ 

100.0 
欧州子会社統括 

カルソニックカンセイ・ユーケー社 英国 
万ポンド

918

％ 

－(100.0) 

自動車部品の製

造・販売 

カルソニックカンセイ（中国）社 中国 
百万元

525

％ 

100.0 
中国子会社統括 

カルソニックカンセイ（広州）社 中国 
百万元

156

％ 

100.0 

自動車部品の製

造・販売 

カルソニックカンセイ（広州）コンポーネンツ社  中国 
百万元

187

％ 

－(100.0) 

自動車部品の製

造・販売 

カルソニックカンセイ（無錫）コンポーネンツ社  中国 
百万元

298

％ 

100.0 

自動車部品の製

造・販売 

カルソニックカンセイ（襄陽）社 中国 
百万元

51

％ 

－(100.0) 

自動車部品の製

造・販売 

カルソニックカンセイ・タイランド社 タイ 
百万バーツ

850

％ 

100.0 

自動車部品の製

造・販売 

 
(注) １．資本金については、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

２．出資比率欄の（ ）内は、子会社による所有を含む出資比率であ

ります。 
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(7) 主要な事業内容（平成25年 3 月31日現在） 

当社グループは、親会社の日産自動車株式会社、当社、子

会社44社および関連会社10社で構成され、自動車部品の製造

販売を主な事業内容とし、これらに関連するサービス等の事

業活動を展開しております。 

 

(8) 主要な事業所 (平成25年 3 月31日現在) 

① 当社 

研究開発センター・本社 

埼玉県さいたま市北区日進町二丁目1917番地 
 

名 称 所 在 地 

群 馬 工 場 群 馬 県 

児 玉 工 場 埼 玉 県 

吉 見 工 場 ・ 生 産 技 術 セ ン タ ー 埼 玉 県 

追 浜 工 場 神奈川県 

実 験 研 究 セ ン タ ー 栃 木 県 
 

② 当社グループの概要につきましては、前記の「(6)②

重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。 

 

(9) 従業員の状況（平成25年 3 月31日現在） 

企業集団の従業員の状況 
 

従業員数 前期末比増減 

18,818名 1,290名（増） 

 

(10)主要な借入先（平成25年 3 月31日現在） 
 

借   入   先 借 入 額 

 百万円 
日産グループファイナンス株式会社 26,967  

北 米 日 産 会 社 8,338  

株式会社みずほコーポレート銀行 1,146  
 
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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２．会社の株式に関する事項（平成25年 3 月31日現在） 

株式の状況 

① 発行可能株式総数……………………… 600,000,000株 

② 発行済株式の総数……………………… 273,241,631株 

(自己株式5,288,129株を含む) 

③ 株主数…………………… 10,770名（前期末比52名減) 

④ 大株主 
 

株  主  名 持 株 数 持株比率

 (千株) (％)

日 産 自 動 車 株 式 会 社 111,163 41.5 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 13,224 4.9 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 8,745 3.3 

全 国 共 済 農 業 協 同 組 合 連 合 会 7,304 2.7 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口９） 

6,214 2.3 

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託みずほコーポレート銀行口
再信託受託者資産管理サービス信託銀行株式会社

5,578 2.1 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 5,462 2.0 

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエ
フシー リ ノーザン トラスト ガンジー ア
イリツシユ クライアンツ 

4,675 1.7 

ドイチェ バンク アーゲー ロンドン ピービ
ー ノントリティー クライアンツ ６１３ 

3,162 1.2 

カ ル ソ ニ ッ ク カ ン セ イ 取 引 先 持 株 会 2,727 1.0 

 
(注) １．株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

２．持株比率は自己株式を除いて計算しております。 

３．当社は自己株式5,288千株を保有しておりますが、当該株式には

議決権がないため上記大株主から除外しております。 
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３．会社役員の状況 

(1) 取締役および監査役の状況（平成25年 3 月31日現在） 
 
会社における地位 氏  名 担当および重要な兼職の状況 

※取締役社長 呉  文 精   

※取 締 役 真行寺 茂夫 空調事業本部、熱交事業本部、グ
ローバルテクノロジー本部、グロ
ーバル品質本部 

 取 締 役 安 達  凡 考 排気事業本部、グローバル生産本
部、日本リージョン本部、パート
ナーカンパニーマネジメントオフ
ィス 

 取 締 役 森 谷  弘 史 ＣＰＭ･内装事業本部、グローバル
購買本部、グローバル営業本部、
ＧＨＱ革新特別本部 

 監 査 役 佐 藤  伸 悟 常勤 
東京ラヂエーター製造株式会社
社外監査役 

＃監 査 役 根 岸  一 郎 常勤 
日産工機株式会社 社外監査役 
カルソニックカンセイ(中国)社
監事 

 監 査 役 宇 敷  昭   

 監 査 役 志 賀  聰   
 
(注) １．※印は代表取締役であります。 

２．監査役 根岸 一郎、宇敷 昭、志賀 聰の各氏は社外監査役で

あります。 

３．監査役 根岸 一郎氏は、長年にわたり経理業務に従事しており、

財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。 

４．監査役 宇敷 昭氏は株式会社東京証券取引所の定めに基づく独

立役員であります。 

５．＃印は、平成24年６月27日開催の第111回定時株主総会において、

新たに選任された監査役であります。 

 

平成25年４月１日付で、取締役の担当の一部が変更になりま

した。変更後の内容は、以下のとおりであります。 
 
会社における地位 氏  名 担  当 

※取締役社長 森 谷  弘 史 ＣＰＭ･内装事業本部 

※取 締 役 真行寺 茂夫 

空調事業本部、熱交事業本部、グロー

バルテクノロジー本部、グローバル購

買本部、グローバル品質本部 

取 締 役 安 達  凡 考  
 
(注) ※印は代表取締役であります。 

 

(2) 事業年度中に退任した取締役 
 

氏  名 退 任 日 退任理由
退任時の地位・担当および

重要な兼職の状況 

呉  文精 平成25年3月31日 辞任 代表取締役社長 
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(3) 取締役および監査役の報酬等の総額 
 

 支給人員 支給額 

取 締 役 4名 144百万円 

監 査 役 4名 36百万円 

（うち社外監査役） （3名） （25百万円）

合  計 8名 180百万円 
 
(注) １． 取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第105回定時株

主総会において年額４億円以内と決議いただいております。 
２． 監査役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第93回定時株

主総会において月額400万円以内と決議いただいております。 
３． 上記のほか、取締役４名に対し、平成23年６月24日開催の第110

回定時株主総会決議に基づき、平成24年度中に株価連動型イン
センティブ受領権を、同決議により承認された上限100万株（当
社普通株式100万株相当）のうち80万株を付与しました。 

    また、平成23年度中に取締役4名に対し付与を行った株価連動型
インセンティブ受領権（総数90万株）の行使可能数は、合計85
万株と決定しました。平成25年3月末日現在の公正価額は143.9
円/株であり、その総額は122百万円となります。 

 

(4) 社外役員に関する事項 

①他の法人等の社外役員等の兼職状況 

監査役 根岸 一郎氏は、日産工機株式会社の社外監査役、

および、カルソニックカンセイ（中国）社の監事を兼職し

ております。日産工機株式会社は、当社の親会社である日

産自動車株式会社の子会社であり、カルソニックカンセイ

（中国）社は当社の子会社であります。 
 

② 当事業年度における主な活動状況 

取締役会および監査役会への出席状況 
 

 
取締役会（16回開催) 監査役会（12回開催)

出席回数 出席率 出席回数 出席率

 

監査役 根岸 一郎 

回

13 

％

100 

回 

10 

％

100 

監査役 宇敷  昭 16 100 12 100 

監査役 志賀  聰 16 100 12 100 
 
(注) 監査役 根岸 一郎氏は、平成24年６月27日開催の第111回定時株主総

会において選任されたため、当事業年度において出席が可能な取締役
会は13回、監査役会は10回でありました。上記における出席率は、出
席が可能な取締役会、監査役会の開催回数をもとに算出しております。 

 
・取締役会における発言状況 

各社外監査役は、必要に応じて適宜質問を行い、意見を

表明するなど、監査機能を十分に発揮しました。 

・監査役会における発言状況 

各社外監査役は、監査役会で定めた監査計画に基づき、

取締役会その他重要な会議への出席、重要な書類の閲覧、

各部門や事業所の監査、子会社調査等を行い、監査役会

に報告しました。 
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③ 責任限定契約の内容の概要 

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定によ

り、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく責任の限度額は500万円

または法令が規定する額のいずれか高い額としております。 

 

④ 当社の親会社または親会社の子会社において受け取った

役員としての報酬等の総額 

 監査役 １名 ２百万円 
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４．会計監査人の状況 

(1) 会計監査人の名称   新日本有限責任監査法人 

 

(2) 会計監査人に対する報酬等の額 
 

 支 払 額

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

の額 

百万円

128 

②当社および子会社が会計監査人に支払うべき

金銭その他の財産上の利益の合計額 
232 

 
(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監

査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分

しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る

報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

２．当社の重要な子会社のうち北米カルソニックカンセイ社、カルソ

ニックカンセイ・メキシコ社、カルソニックカンセイ・ヨーロッ

パ社、カルソニックカンセイ・ユーケー社、カルソニックカンセ

イ（中国）社、カルソニックカンセイ（広州）社、カルソニック

カンセイ（広州）コンポーネンツ社、カルソニックカンセイ（無

錫）コンポーネンツ社、カルソニックカンセイ（襄陽）社、カル

ソニックカンセイ・タイランド社は当社の監査人以外の監査法人

の監査を受けております。 

 

(3) 非監査業務の内容 

当社は、主に国際財務報告基準(ＩＦＲＳ)導入に向けた

コンサルタント業務を、新日本有限責任監査法人に委託して

おります。 

 

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

取締役会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、

その必要があると判断した場合は、監査役会の同意を得たう

えで、または、下記に掲げる監査役会の請求に基づいて、会

計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とする

ことといたします。 

監査役会は会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、

その必要があると判断した場合は、取締役会に、会計監査人

の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることを請

求します。 

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各

号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員

の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解

任の理由を報告いたします。 
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５．業務の適正を確保するための体制 
当社が取締役会において決議した「業務の適正を確保する

ための体制の整備（内部統制基本方針)」は以下のとおりです。 
 

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するための体制 
｢カルソニックカンセイ行動規範｣、｢取締役会規程｣、｢安

全衛生管理規程｣、｢個人情報管理規程｣、｢内部者取引防止管
理規程」等の諸規程を定め、取締役及び使用人の職務の執行
が法令及び定款に適合しかつ社会的責任を果たすべきことを
明確化し周知させる。また、内部監査室を設置して、法令及
び定款の遵守状況の確認等を目的として定期的に部門監査を
実施する。更に、内部通報制度（イージーボイス制度)、及
び内部通報があった場合等にその法令又は定款違反等の案件
を審議するコンプライアンスリスク管理委員会を通じて、法
令及び定款の遵守に取り組む。 

反社会的勢力に対しては、会社として毅然とした態度で臨
み、取締役及び使用人は、万一何らかのアプローチを受けた
場合は、速やかに上司並びに関連部署に報告し、その指示に
従う。また、役員及び使用人は、業務執行上、直接・間接を
問わず、詐欺・恐喝等の不正・犯罪行為、あるいはその恐れ
がある事態に遭遇した場合は、毅然とした態度で臨むと同時
に、速やかに上司並びに関連部署に報告しその指示に従う｡ 

また、金融商品取引法及び関連する規則や基準に基づき、
財務報告の信頼性を確保するための内部統制の仕組みの維
持・強化を行う｡ 

 
(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する

体制 
取締役の職務の執行に関する取締役会議事録や職務権限基

準に基づいて意思決定された決裁書その他決定書面について
は、文書管理規程に従い、主管部署が保存し管理する。取締
役及び監査役は、いつでもこれらの書面を閲覧することがで
きる。 

 
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

全社的（又は組織横断的）リスク管理については、｢リス
クマネジメント委員会」を定期的に開催して各本部のリスク
管理状況を継続的に確認すると共に、必要に応じて分科会を
設置して個々のリスクへの対応マニュアルを作成する等、
個々のリスクを最小化するように努める。また、各本部の長
は、自本部内のリスク発生に適切に対処する職責を有する。 

 
(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制 
取締役や執行役員は、経営目標の達成を目的として、｢取

締役会規程」等に基づき、定期的に開催される取締役会やグ
ローバル・エグゼクティブ・コミッティ等の各種会議体にお
いて各議案を慎重に審議したうえで意思決定を行い、職務を
執行する。権限委譲及び意思決定の迅速化を図るため、執行
役員制を採用すると共に、｢業務分掌規程」を定め、また、
明確で透明性のある職務権限基準をグループ各社を含めてグ
ローバルレベルで確立し運用する。 
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中期経営計画及び年度事業計画の策定を通じ、経営方針と
事業目的を具体化し、共有することにより、効率的かつ効果
的な業務執行を行う｡ 

 
(5) 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団にお

ける業務の適正を確保するための体制 
当社の各部門は、親会社の関連する各部門と相互に連携す

ることによって、適正かつ効率的なグループ経営を実践する。
当社は、グループの一員として、当社の行う一定の重要事項
について親会社への報告や親会社の確認等を経る手続をとる
ことはあるものの、上場会社として親会社から独立して独自
の決定を行っている。また、グループ子会社との間では、定
期的に開催される会議体において当社方針を伝達すると共に、
グローバルレベルで確立された明確で透明性のある職務権限
基準に基づき、各社の一定の重要事項について当社への報告
や当社の確認等を要すべきこととする。内部監査室は、法令
及び定款の遵守状況やリスク管理状況の確認等を目的として
定期的に子会社監査を実施する。 

また、業務の適正を確保するため、グループ子会社に適用
される「カルソニックカンセイグローバル行動規範」を制定
するとともに、グループ子会社は自社の行動規範を定め、法
令や企業倫理の遵守を図るともに、グループ子会社において
も内部通報制度（イージーボイス制度）を導入している｡ 

なお、法令又は定款違反等の案件を審議する「コンプライ
アンスリスク管理委員会」はグループ子会社の案件も審議の
対象とし、グループとして法令及び定款の遵守に取り組む。 

 
(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求め

た場合における当該使用人に関する事項並びに当該使用人
の取締役からの独立性に関する事項 
監査役の職務を補助するため監査役室を設置し、管理職等

の使用人を配置する。監査役室の使用人の人事異動、人事評
価、懲戒に関しては、あらかじめ監査役会の同意を得ること
とする。 

 
(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他

の監査役への報告に関する体制 
取締役及び使用人は、監査役からの要請に基づき、職務の

執行状況について説明するほか、監査役が参加する各種会議
体において、当社及び当社グループの重要な決定事項、方針、
及び経営状況を報告する。また、取締役及び使用人は、監査
役による年度監査計画に基づく定期的な部門監査の際に、職
務の遂行状況や検討課題を報告する。更に、内部監査室は、
監査役会に対し定期的に監査結果報告を行う。 

 
(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制 
監査役と代表取締役社長との定期的な意見交換を実施する

機会を設けると共に、監査役は監査法人から定期的に監査報
告を受ける。 
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 (平成25年３月31日現在) 

（単位：百万円） 

科   目 金  額 科   目 金  額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ） 

  流 動 資 産 195,326   流 動 負 債 171,268

    現金及び預金 12,507     支払手形及び買掛金 96,477

    受取手形及び売掛金 113,866     短 期 借 入 金 38,452

    商品及び製品 8,692     未 払 費 用 18,236

    仕 掛 品 4,244     未払法人税等 1,747

    原材料及び貯蔵品 26,461     工場再編損失引当金 320

    繰延税金資産 3,033     そ の 他 16,033

    そ の 他 26,700   固 定 負 債 20,802

    貸 倒 引 当 金   △  180     長 期 借 入 金 3,042

  固 定 資 産 142,477     繰延税金負債 4,339

    有形固定資産 124,796     退職給付引当金 8,066

      建物及び構築物（純額） 32,806     製品保証引当金 4,090

      機械装置及び運搬具（純額） 56,185     そ の 他 1,261

      土 地 17,356 負 債 合 計 192,070

      建 設 仮 勘 定 7,801 （純資産の部）  

      その他（純額） 10,647   株 主 資 本 154,296

    無形固定資産 5,198     資  本  金 41,456

      の れ ん 119     資 本 剰 余 金 59,638

      ソフトウエア 3,599     利 益 剰 余 金 56,936

      ソフトウエア仮勘定 1,215     自 己 株 式   △3,734

      そ の 他 265   その他の包括利益累計額  △19,762

    投資その他の資産 12,482     その他有価証券評価差額金 102

      投資有価証券 9,723     在外子会社土地再評価差額金 293

      繰延税金資産 2,244     在外子会社未積立年金債務   △7,137

      そ の 他 516     為替換算調整勘定  △13,021

      貸 倒 引 当 金   △    2   少数株主持分 11,200

   純 資 産 合 計 145,733

資 産 合 計 337,803 負債・純資産合計 337,803
 
(注) 記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 (自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日 ) 

 
（単位：百万円） 

科        目 金     額 

売 上 高  760,870

売 上 原 価  707,623

    売 上 総 利 益  53,246

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  42,996

    営 業 利 益  10,250

営 業 外 収 益  

  受 取 利 息 462 

  受 取 配 当 金 79 

  受 取 補 償 金 227 

  為 替 差 益 4,786 

  持 分 法 に よ る 投 資 利 益 194 

  ス ク ラ ッ プ 売 却 収 入 109 

  そ の 他 541 6,400

営 業 外 費 用  

  支 払 利 息 359 

  支 払 補 償 金 173 

  デ リ バ テ ィ ブ 損 失 1,986 

  そ の 他 884 3,403

    経 常 利 益  13,247

特 別 利 益  

  固 定 資 産 売 却 益 129 

  子 会 社 清 算 益 201 

  そ の 他 5 336

特 別 損 失  

  固 定 資 産 売 却 損 98 

  固 定 資 産 除 却 損 273 

  減 損 損 失 305 

  工場再編損失引当金繰入額 294 

  課 徴 金 等 707 

  そ の 他 143 1,823

    税金等調整前当期純利益  11,760

法人税、住民税及び事業税 3,126 

法 人 税 等 調 整 額 2,334 5,461

少数株主損益調整前当期純利益  6,299

少 数 株 主 利 益  441

    当 期 純 利 益  5,857
 
(注) 記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 (自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

 

（単位：百万円） 

株主資本  
    資本金  
        当期首残高及び当期末残高 41,456
    資本剰余金  
        当期首残高及び当期末残高 59,638
    利益剰余金  
        当期首残高 53,088
        当期変動額  
            剰余金の配当      △2,009
            当期純利益 5,857
            当期変動額合計 3,847
        当期末残高 56,936
    自己株式  
        当期首残高      △3,731
        当期変動額  
            自己株式の取得          △3
            当期変動額合計          △3
        当期末残高      △3,734
    株主資本合計  
        当期首残高 150,451
        当期変動額  
            剰余金の配当      △2,009
            当期純利益 5,857
            自己株式の取得          △3
            当期変動額合計 3,844
        当期末残高 154,296
その他の包括利益累計額  
    その他有価証券評価差額金  
        当期首残高 58
        当期変動額  
            株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 44
            当期変動額合計 44
        当期末残高 102
    在外子会社土地再評価差額金  
        当期首残高及び当期末残高 293
    在外子会社未積立年金債務  
        当期首残高      △6,766
        当期変動額  
            株主資本以外の項目の当期変動額（純額）        △371
            当期変動額合計        △371
        当期末残高      △7,137
    為替換算調整勘定  
        当期首残高     △21,976
        当期変動額  
            株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,955
            当期変動額合計 8,955
        当期末残高     △13,021
    その他の包括利益累計額合計  
        当期首残高     △28,391
        当期変動額  
            株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,628
            当期変動額合計 8,628
        当期末残高     △19,762
少数株主持分  
    当期首残高 10,509
    当期変動額  
        株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 690
        当期変動額合計 690
    当期末残高 11,200
純資産合計  
    当期首残高 132,569
    当期変動額  
        剰余金の配当      △2,009
        当期純利益 5,857
        自己株式の取得          △3
        株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9,319
        当期変動額合計 13,164
    当期末残高 145,733

 
(注)記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。   
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連結注記表 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

(1)連結の範囲に関する事項 

①連結子会社の状況 

・連結子会社の数 …………………… 34社 

・主要な連結子会社の名称 ………… 東京ラヂエーター製造株式会社 

株式会社ＣＫＰ 

株式会社ＣＫＫ 

株式会社ＣＫＦ 

カルソニックカンセイ岩手株式会社 

北米カルソニックカンセイ社 

カルソニックカンセイ・メキシコ社 

カルソニックカンセイ・ヨーロッパ社 

カルソニックカンセイ・ユーケー社 

カルソニックカンセイ（中国）社 

カルソニックカンセイ（広州）社 

カルソニックカンセイ（広州）コンポーネンツ社 

カルソニックカンセイ（無錫）コンポーネンツ社 

カルソニックカンセイ（襄陽）社 

カルソニックカンセイ・タイランド社 

 カルソニックカンセイ・ブラジル社、カルソニックカンセイ・ロシア社

及びカルソニックカンセイ中国エンジニアリングセンター社は、新規設立

のため連結の範囲に含めております。 

 カルソニックカンセイ・フランス社は、会社清算により連結の範囲から

除外しております。 

②非連結子会社の状況 

・主要な非連結子会社の名称 ……… エヌピー化成株式会社 

カルソニックカンセイ山形株式会社 

・非連結子会社を連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社については、総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結計算書類に

重要な影響を及ぼしていないため連

結の範囲より除外しております。 

(2)持分法の適用に関する事項 

①持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の状況 

・持分法適用の非連結子会社の数 ６社 

・主要な会社等の名称 ……………… エヌピー化成株式会社 

カルソニックカンセイ山形株式会社 

・持分法適用の関連会社の数 ……… ９社 

・主要な会社等の名称 ……………… 日新工業株式会社 

サイアム・カルソニック社 

裕器工業社 

②持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の状況 

・主要な会社等の名称 ……………… 株式会社トーシンテクノ 

無錫塔尓基熱交換器科技有限公司 

重慶東京散熱器有限公司 

・持分法を適用しない理由 …………  各社の当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除いて

も連結計算書類に及ぼす影響が軽微

であり、かつ重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しております。 
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(3)連結子会社の事業年度等に関する事項 

①連結子会社のうち、以下の17社の決算日は12月31日であります。 

 カルソニックカンセイ・メキシコ社、シーケートレーディング・メキシ

コ社、大韓カルソニック社、カルソニックカンセイ・コリア社、カルソニ

ックカンセイ（中国）社、カルソニックカンセイ（無錫）社、カルソニッ

クカンセイ（上海）社、シーケーエンジニアリング上海社、カルソニック

カンセイ・ルーマニア社、カルソニックカンセイ・ロシア社、カルソニッ

クカンセイ（広州）コンポーネンツ社、カルソニックカンセイ（無錫）コ

ンポーネンツ社、カルソニックカンセイ（広州）社、カルソニックカンセ

イ（海門）社、カルソニックカンセイ（襄陽）社、カルソニックカンセイ

（広州）ツーリング社、カルソニックカンセイ中国エンジニアリングセン

ター社 

当連結会計年度において、カルソニックカンセイ・マレーシア社は、決

算日を３月31日に変更し連結決算日と同一となっており、当連結会計年度

における会計期間は平成24年１月１日から平成25年３月31日までの15ヶ月

となっております。 

②連結子会社のうち、ケーエスエンジニアリング株式会社の決算日は２月末

日でありましたが、決算日を３月31日に変更し連結決算日と同一となってお

り、当連結会計年度における会計期間は平成24年３月１日から平成25年３月

31日までの13ヶ月となっております。 

連結計算書類作成に当っては、同決算日現在の計算書類を使用しておりま

すが、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

(4)会計処理基準に関する事項 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券  

満期保有目的の債券………… 償却原価法（定額法） 

その他有価証券  

時価のあるもの …………… 主に決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は主に移動平均法により

算定） 

時価のないもの ……………… 主に移動平均法による原価法 

（ロ）デリバティブ ………………時価法 

（ハ）たな卸資産 …………………主に先入先出法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法） 

 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

・有形固定資産 ………………… 主に耐用年数を見積耐用年数、残存価額

を実質的残存価額とする定額法を採用し

ております。なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ３～12年 

(リース資産を除く) 

・無形固定資産 ………………… 定額法を採用しております。なお、自社

利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(リース資産を除く) 

・リース資産 …………………… 主に耐用年数をリース期間又は見積耐用

年数とし、残存価額を零又は実質的残存

価額とする定額法を採用しております。
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③重要な引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 ………………… 売上債権等の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率に

より計上し、貸倒懸念債権等特定の債権

については、回収可能性の検討を行った

うえ個別見積額を計上しております。 

（ロ）製品保証引当金 …………… 製品のクレーム費用の支出に備えるため、

過去の実績を基礎として翌連結会計年度

以降の実質保証期間内の費用見積額を計

上しております。 

（ハ）退職給付引当金 …………… 従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当連結会計年

度末において発生していると認められる

額を計上しております。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主に13年）による定

額法により費用処理しております。数理

計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（主

に13年）による定額法により翌連結会計

年度から費用処理することとしておりま

す。 

（ニ）工場再編損失引当金 ……… 工場再編に伴い発生する損失に備えるた

め、設備の移管費用及び一部の関係会社

の退職加算金等を合理的に見積り損失見

込額を計上しております。 

④重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負

債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定及び、少数株主持分に含めて計上しております。 

⑤重要なヘッジ会計の方法 

（イ）ヘッジ会計の方法 ………… 繰延ヘッジ処理 

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針 

当社グループには、デリバティブ取引に関して、その利用決定の方法・

目的・内容・取引相手・リスク報告体制を定めた社内規定があり、それ

に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。当連結会計年度にヘ

ッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段 …………………… 為替予約 

ヘッジ対象 …………………… 外貨建予定売上取引 

（ハ）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の予定取引に関する重要な条件が同一である場

合には、ヘッジの有効性の評価を省略しております。 

⑥のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、金額が僅少なものを除き、発生年度より20年以

内で均等償却しております。 

⑦その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 …………… 税抜方式 
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２．連結貸借対照表に関する注記 

(1)担保に供している資産の額 

①担保に供している資産 

有形固定資産 1,452百万円
 

②上記担保資産の対象となる債務 

短期借入金 502百万円

長期借入金(１年以内返済予定額を含む) 243百万円

合計 745百万円

 

(2)有形固定資産の減価償却累計額 315,745百万円

 

３．連結損益計算書に関する注記 

自動車用ラジエーター及び電動ファン取引に対し独占禁止法の処分に係る

課徴金等を特別損失として計上しております。 

課徴金等 707百万円

 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項 
 

 
当連結会計年度

期首株式数(株) 

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度

末株式数(株) 

発行済株式   

普通株式 273,241,631 － － 273,241,631

合計 273,241,631 － － 273,241,631

 

(2)配当に関する事項 

①配当金支払額 
 

決 議 株式の種類
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成24年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 1,004 3.75 平成24年３月31日 平成24年６月28日

平成24年11月７日 

取締役会 
普通株式 1,004 3.75 平成24年９月30日 平成24年12月３日

 
②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結

会計年度となるもの 
 

決議 
株式の

種類

配当金の総額 

(百万円) 

配当の

原資

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成25年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 1,004 

利益剰余

金 
3.75 平成25年３月31日 平成25年６月27日

 

５．金融商品に関する注記 

(1)金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資

金調達については親会社である日産自動車株式会社グループのグループフ

ァイナンス及び銀行借入を調達先とする方針であります。デリバティブ取

引は、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避するために利用し、投

機的な取引は行わない方針であります。 

②金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。当該リスクに関しては、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行う

とともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としております。 

投資有価証券については、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、

市場価額の変動リスクに晒されておりますが、上場株式については定期的

に時価の把握を行っております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期

日であります。 

当社グループの借入金は主に営業取引及び設備投資に係る資金調達であり

ます。このうち、一部の借入金は金利の変動リスクに晒されておりますが、

それらは主に短期決済であり、金利変動リスクは限定的であります。 

デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクに対するヘッ

ジを目的とした為替予約であり、内部管理規定に従い、投機的な取引は行

わない方針であります。 

― 21 ― 

なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リス

クはほとんどないと認識しております。 

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グ

ループでは、各社が月次単位での資金計画を作成する等の方法により、当

該リスクを管理しております。 

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

｢(2)金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する

契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

を示すものではありません。 

(2)金融商品の時価等に関する事項 

平成25年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難

と認められるものは、次表には含まれておりません（(注２）参照)。 
 

 
連結貸借対照表計上額
(百万円) (※１)

時価 (百万円)
(※１) 

差額 (百万円)

(1)現金及び預金 12,507 12,507 － 

(2)受取手形及び売掛金 113,866 113,866 － 

(3)投資有価証券 2,014 2,102 87 

(4)支払手形及び買掛金 (96,477) (96,477) － 

(5)短期借入金 (38,452) (38,452) － 

(6)長期借入金 (3,042) (3,046) 3 

(7)デリバティブ取引(※２) 181 181 － 
 
(※１) 負債に計上されているものについては、( ）で示しております。 

(※２) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示してお

ります。 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に

関する事項 

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。 

(3)投資有価証券 

これらの時価について、上場株式は取引所の価格によっております。 

(4)支払手形及び買掛金、並びに(5)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。 

(6)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。 

(7)デリバティブ取引 

デリバティブの時価については、取引先金融機関等から提示された価

格等に基づき算定しております。 

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額 7,708百万円）は、市場価額が

なく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(3)投資有価証

券」には含めておりません。 

 

６．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 502円08銭

(2) １株当たり当期純利益 21円86銭
 
 
(注) 各注記の記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 (平成25年３月31日現在) 

 
（単位：百万円） 

科   目 金  額 科   目 金  額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ） 

  流 動 資 産 97,533   流 動 負 債 89,200

    現金及び預金 0     支 払 手 形 792

    受 取 手 形 24     買 掛 金 51,243

    売 掛 金 52,468     短 期 借 入 金 22,671

    商品及び製品 3,955     リ ー ス 債 務 164

    仕 掛 品 829     未 払 金 1,851

    原材料及び貯蔵品 3,633     未 払 費 用 11,596

    前 渡 金 8,150     未払法人税等 159

    前 払 費 用 354     前 受 金 145

    繰延税金資産 1,146     預 り 金 230

    関係会社短期貸付金 27,017     設備関係支払手形 323

    未 収 入 金 2,664     工場再編損失引当金 2

    そ の 他 23     そ の 他 17

    貸 倒 引 当 金   △2,735   固 定 負 債 5,492

  固 定 資 産 120,637     リ ー ス 債 務 468

    有 形 固 定 資 産 38,288     退職給付引当金 4,021

      建 物 14,087     製品保証引当金 891

      構 築 物 759     資産除去債務 58

      機械及び装置 13,163     そ の 他 51

      車 両 運 搬 具 163 負 債 合 計 94,692

      工具、器具及び備品 3,576 （純資産の部）  

      土 地 6,411   株 主 資 本 123,478

      建 設 仮 勘 定 125     資  本  金 41,456

    無 形 固 定 資 産 4,667     資 本 剰 余 金 59,638

      施 設 利 用 権 56       資 本 準 備 金 59,638

      意 匠 権 31     利 益 剰 余 金 26,118

      ソフトウエア 3,253       利 益 準 備 金 4,438

      ソフトウエア仮勘定 1,215       その他利益剰余金 21,680

      そ の 他 111         土地・建物 圧縮記帳積立金 77

    投資その他の資産 77,681         繰越利益剰余金 21,602

      投資有価証券 89     自  己  株  式   △3,734

      関係会社株式 76,912    

      従業員に対する長期貸付金 46    
      関係会社長期貸付金 71    

      長期前払費用 57    

      繰延税金資産 442    

      そ の 他 62 純 資 産 合 計 123,478

資 産 合 計 218,170 負債・純資産合計 218,170
 
(注) 記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 (自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日 ) 
 

（単位：百万円） 

科        目 金     額 

売 上 高  358,431

売 上 原 価  329,727

売 上 総 利 益  28,703

販売費及び一般管理費  24,786

営 業 利 益  3,916

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 116 

受 取 配 当 金 244 

受 取 補 償 金 173 

為 替 差 益 2,533 

受 託 開 発 利 益 68 

ス ク ラ ッ プ 売 却 収 入 112 

雑 収 入 228 3,478

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 166 

支 払 補 償 金 281 

デ リ バ テ ィ ブ 損 失 1,358 

雑 支 出 77 1,884

経 常 利 益  5,510

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 92 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 391 

そ の 他 43 527

特 別 損 失  

固 資 産 売 却 損 12 

固 定 資 産 除 却 損 144 

投 資 損 失 149 

減 損 損 失 94 

課 徴 金 等 707 

異 常 操 業 度 損 失 134 

そ の 他 4 1,246

税 引 前 当 期 純 利 益  4,791

法人税、住民税及び事業税 839 

法 人 税 等 調 整 額 1,879 2,718

当 期 純 利 益  2,072
 
(注) 記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 (自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

 
（単位：百万円） 

株主資本  
    資本金  
        当期首残高及び当期末残高 41,456

    資本剰余金  
        資本準備金  
            当期首残高及び当期末残高 59,638

        資本剰余金合計  
            当期首残高及び当期末残高 59,638

    利益剰余金  
        利益準備金  
            当期首残高及び当期末残高 4,438

        その他利益剰余金  
            土地・建物圧縮記帳積立金  
                当期首残高 77
                当期変動額  
                    土地・建物圧縮記帳積立金の取崩             △0

                    当期変動額合計             △0

                当期末残高 77

            繰越利益剰余金  
                当期首残高 21,540
                当期変動額  
                    剰余金の配当         △2,009
                    土地・建物圧縮記帳積立金の取崩 0
                    当期純利益 2,072
                    当期変動額合計 62

                当期末残高 21,602

    利益剰余金合計  
        当期首残高 26,055
        当期変動額  
            剰余金の配当         △2,009
            当期純利益 2,072
            当期変動額合計 62

        当期末残高 26,118

自己株式  
    当期首残高         △3,731
    当期変動額  
        自己株式の取得             △3
        当期変動額合計             △3

    当期末残高         △3,734

株主資本合計  
    当期首残高 123,418
    当期変動額  
        剰余金の配当         △2,009
        当期純利益 2,072
        自己株式の取得             △3
        当期変動額合計 59

    当期末残高 123,478

純資産合計  
    当期首残高 123,418
    当期変動額  
        剰余金の配当         △2,009
        当期純利益 2,072
        自己株式の取得             △3
        当期変動額合計 59

    当期末残高 123,478
 
(注) 記載金額については、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 
１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 
①子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法 
②その他有価証券 

時価のあるもの ………………… 当期末日の市場価格に基づく時価法 
(評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法 
(2)デリバティブ  …………………… 時価法 
(3)たな卸資産  ……………………… 主に先入先出法による原価法 

(貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法) 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 
耐用年数を見積耐用年数、残存価額を実質的残存価額とする定額法を採用し
ております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ３～50年
機械装置 12年
工具器具備品 ２～８年

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社
内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

(3)リース資産 
耐用年数をリース期間又は見積耐用年数とし、残存価額を零又は実質的残存
価額とする定額法を採用しております。 

 
３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 
売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により計上し、貸倒懸念債権等特定の債権については、回収可能性の検討
を行ったうえ個別見積額を計上しております。 

(2)製品保証引当金 
製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎として、翌事業
年度以降の実質保証期間内の費用見積額を計上しております。 

(3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。過去勤務債務は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（13年）による定額法により費用
処理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間内の一定年数（13年）による定額法により、翌事業年度から費用処理
することとしております。 

(4)工場再編損失引当金 
工場再編に伴い発生する損失に備えるため、設備の移管費用を合理的に見積
り損失見込額を計上しております。 

 
４．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…………為替予約及び通貨スワップ 
ヘッジ対象…………外貨建予定売上取引及びグループファイナンス 

(3)ヘッジ方針 
外貨建金銭債権及び債務に係る将来の為替相場の変動リスクを回避するため
に、為替予約取引等により外貨建金銭債権の範囲内でヘッジを行っております。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ手段とヘッジ対象の予定取引に関する重要な条件が同一である場合に
はヘッジの有効性の評価を省略しております。 

 
５．消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 
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〔貸借対照表に関する注記〕 
１．有形固定資産の減価償却累計額 128,927百万円

２．関係会社に対する金銭債権 47,397百万円
関係会社に対する金銭債務 18,879百万円

 
 
〔損益計算書に関する注記〕 
１．関係会社に対する売上高 269,198百万円
２．関係会社からの仕入高 192,788百万円
３．関係会社との営業取引以外の取引高 845百万円
４． 自動車用ラジエーター及び電動ファン取引に対し独占禁止法の処分に係る

課徴金等を特別損失として計上しております。 
 

課徴金等 707百万円

 
〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普  通  株  式 5,288,129株
 
〔税効果会計に関する注記〕 

繰延税金資産 
    繰越欠損金 10,362百万円
    退職給付引当金 1,515百万円
    減価償却超過額 548百万円
    サービス保証費 839百万円
    未払賞与 1,138百万円
    その他 8,333百万円
    繰延税金資産小計 22,737百万円
    評価性引当額 △21,107百万円
    繰延税金資産合計 1,630百万円
繰延税金負債 
    特定資産買換圧縮記帳 41百万円
    繰延税金負債合計 41百万円
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〔関連当事者との取引に関する注記〕 
１．親会社及び法人主要株主等 
 

属 性 
会社等の 

名称 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科 目 

期末残高

(百万円)

親会社 
日  産 

自動車㈱ 

(被所有) 

直接41.6 

当社部品

の販売

部品の販売

部分品の受給

232,931

76,008

売掛金 

買掛金 

24,264

5,560

 
(注) １．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上決
定しております。 
部分品の受給については、原則として日産自動車㈱の原価により算定した価格により、交渉の
上決定しております。 

 
２．役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 
 
３．子会社等 
 

属 性 
会社等の 

名称 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科 目 

期末残高

(百万円)

子会社 
北米カルソニック

カンセイ社 

(所有) 

直接100 

当社部品

の販売
部品の販売 14,019 売掛金 5,083

子会社 
カルソニックカンセイ・

ヨーロッパ社 

(所有) 

直接100 

当社資金

の貸付

資金の貸付(純額)

受取利息

貸倒引当金戻入額

6,433

73

383

短期貸付金 

貸倒引当金 

14,344

2,653

子会社 
カルソニックカンセイ・

ユーケー社 

(所有) 

間接100 

当社部品

の販売
部品の販売 5,340 売掛金 2,533

子会社 
カルソニックカンセイ・

ルーマニア社 

(所有) 

直接100 

当社資金

の貸付

資金の貸付(純額)

受取利息

37

8
短期貸付金 2,837

子会社 
カルソニックカンセイ・

タイランド社 

(所有) 

直接100 

当社部品

の販売

資金の貸付(純額)

受取利息

部品の販売

127

30

6,015

短期貸付金 

売掛金 

9,836

3,676

子会社 ㈱CKK 
(所有) 

直接100 

同社部品

の購入
部品の購入 46,669

前渡金 

買掛金 

2,179

3,783

関連会社 日新工業㈱ 
(所有) 

直接 34 

同社部品

の購入
部品の購入 13,151

前渡金 

買掛金 

2,400

1,712

 
(注) １．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上決
定しております。 
部品の購入については、当社の見積価格をもとに、市場の実勢価格を勘案して発注先及び価格
を決定しております。 
資金貸付については、当社が提示した条件（利率等）をもとに、交渉の上決定しております。 

 
４．兄弟会社等 
 

属 性 
会社等の 

名称 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科 目 

期末残高

(百万円)

親会社の 

子会社 

日産車体㈱ － 
当社部品

の販売
部品の販売 35,493 売掛金 5,685

日産グループ

ファイナンス㈱
－ 

当社グループ

資金の調達

資金調達(純額)

支払利息

7,039

149

短期借入金 

未払費用 

22,671

14

 
(注) １．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上決
定しております。 
資金調達については、提示された条件（利率等）を検討し、決定しております。 

 
〔１株当たり情報に関する注記〕 
１． １株当たり純資産額 460円82銭
２． １株当たり当期純利益 7円73銭
 
 
(注) 各注記の記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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独立監査人の監査報告書 
 

平成25年５月21日 
 

カルソニックカンセイ株式会社 
 
取締役会 御中 
 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 太田 建司㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 室橋 陽二㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 賀谷 浩志㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 齋田  毅㊞

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、カルソニックカンセイ株式

会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類､ 

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表について監査を行った。 

 

連結計算書類に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤

謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者

が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連

結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による

連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監

査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監

査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監

査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる｡

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、カルソニックカンセイ株式会社及び連結子会社か

らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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独立監査人の監査報告書 
 

平成25年５月21日 
 

カルソニックカンセイ株式会社 
 
取締役会 御中 
 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 太田 建司㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 室橋 陽二㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 賀谷 浩志㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 齋田  毅㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、カルソニックカンセ

イ株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第112期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表

並びにその附属明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計

算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査

を実施することを求めている。 

 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠

を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正

又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基

づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す

るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ

た適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な

表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書

に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。 

 

以 上 
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監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第112期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、
取締役及び使用人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社並びに主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締
役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100
条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制に
ついては、取締役等及び新日本有限責任監査法人から当該内部統制の整備、評
価及び監査の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基
づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。 
 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。 

２．監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。 
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。 
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 
なお、事業報告に記載の通り、公正取引委員会からの独占禁止法違反

による排除措置命令と課徴金納付命令につきましては、グループ全体で
再発防止及び法令遵守の徹底が行われていることを確認しております。

なお、財務報告に係る内部統制については、開示すべき重要な不備は発見
されていない旨の報告を取締役等及び新日本有限責任監査法人から受けて
おります。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。 
(3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。 

平成25年５月28日 

 

カルソニックカンセイ株式会社 監査役会 
 

常 勤 監 査 役 佐 藤 伸 悟 ㊞
常 勤 監 査 役 
(社外監査役) 根 岸 一 郎 ㊞

社 外 監 査 役 宇 敷  昭 ㊞

社 外 監 査 役 志 賀  聰 ㊞
 

 
以 上 

コックピットモジュール

エアコンユニット コンプレッサー

アルミラジエーター 集中スイッチ

エキゾーストシステム

製品の紹介（主要製品）

●

● ●

● ●

●



事 業 年 度 ４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 ６月下旬

基 準 日 定時株主総会・期末配当：３月31日
中間配当：９月30日

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

郵 便 物 発 送 先
（電 話 照 会 先）

〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電話 0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は三井住友信託銀行株式会社の
本店および全国各支店で行っておりま
す。

単 元 株 式 数 1,000株

公 告 方 法 電子公告により行います。
公告掲載ホームページ
http://www.calsonickansei.co.jp/
但し、事故その他やむを得ない事由に 
よって電子公告による公告をすることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載し
ます。

住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主
様は、特別口座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社
にお申出ください。

未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

「配当金計算書」について
配当金支払いの際にご送付している「配当金計算書」は、租税特別
措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告
を行う際は、その添付資料としてご使用いただくことができます。
なお、配当金領収証にて配当金をお受け取りの株主様につきまして
も、配当金支払いの都度「配当金計算書」を同封させていただいて
おります。
＊確定申告をなされる株主様は、大切に保管ください。

株 主 メ モ


